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<2003/2004年度> 

人口 2,001万人 財政会計年度 ７月～６月

(東京都の約1.6倍) 為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 28,826 ドル 通貨  オーストラリア・ドル

産業構造（ＧＤＰ構成比）１次産業  3.7％ １米ドル＝1.41オーストラリア・ドル

２次産業  25.3％ 面積 768.2万k㎡ (日本の約20倍)

３次産業  71.0％

 経済成長率
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<オーストラリア経済のこれまで>

 

＜2004年の経済＞ 

2004年の経済成長率は、3.5％程度となる見込みである（民間機関25社の平均3.6％(2004年

10月時点)）。民間機関の見通しは、半年前（2004年４月時点3.7％）に比べて下方修正されてい

る。2004年前半は、豪ドル高の影響や原油価格の高騰に加え、消費者の輸入品購入意欲が高ま

ったことなどを背景に輸入が大幅に増加した一方、輸出の伸びが小さかったことからＧＤＰ成

長率は１～３月期前期比0.5％、４～６月期同0.6％と伸びが鈍化した。しかし、失業率が90年

以来の水準まで低下するなど雇用情勢の改善がみられたことや、良好な消費者マインド等から

個人消費を中心として内需が堅調に増加し、成長を支えた。 

 

＜2005年の経済見通し＞ 

2005年の経済成長率は、３％程度となる見込みである（政府見通し3.75％(2004/2005年度)、

民間機関25社の平均3.1％(2004年10月時点)）。 

成長を支える要因としては、好調な企業活動を背景に、さらなる雇用情勢の改善が見込まれ 

ることや、好調な住宅市場により消費者マインドが依然高い水準を保っていることから、今 



  

93～02年 02/03年度 03/04年度 04/05年度 2004年 2005年 民間機関

政府 ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年度比％ 3.9 3.1 3.6 3.5 3.6 3.4 実質ＧＤＰ

  個人消費 同上 3.6 3.8 5.6 4.25 ― ― 2004年

  民間投資 同上 7.1 14.9 7.2 ― ― ― 平均  3.6

鉱工業生産 同上 2.2 1.8 ― ― ― 最大　4.0

消費者物価 同上 2.4 3.1 2.4 2.0 2.8 2.5 最小　3.3

失業率 ％ 8.1 6.3 5.8 5.75 5.7 5.7

経常収支 億米ドル ▲ 234.8 ▲ 337.3 ― ▲ 320.4 ▲ 302.5 2005年

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 5.3) (▲ 5.8) (▲5.0) (▲ 5.3) (▲ 4.9) 平均　3.1

財政収支 億米ドル 43.6 26.7 ― ― ― 最大　3.5

(ＧＤＰ比､年度) ％ ( 1.0) ( 0.6) ( 0.3) ( 0.7) ( 0.5) 最小　1.9

政府債務残高 億米ドル 172.8 185.1 ― ― ―

(ＧＤＰ比､年度末) ％ ( 3.9) ( 3.2) ( 2.9) ― ― （25社）

（備考）1．オーストラリア統計局統計。ただし財政収支及び政府債務残高、政府見通しは”The Commonwealth Budget
         　         2004/2005”（2004年５月）、 ＩＭＦは”World Economic Outlook”（2004年９月）による。
        2. 年度ベース。例えば03/04年度については2003年７月～2004年６月。
        3. 財政収支は、発生主義ベース。 
        4. 政府債務残高は、中央政府ネット値。

オーストラリアの主要経済指標

 

 

後も消費の堅調な伸びが期待されることが挙げられる。 

下方リスクとしては、原油価格高騰による経済への悪影響や、公定歩合の追加引上げが懸念

されることから、その場合に住宅市場に及ぶ影響を通じて内需の拡大がやや緩やかなものにな

るおそれなどが挙げられる。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政収支は9.8億豪ドル（ＧＤＰ比0.1％）の赤字となった2001/2002年度を除いて97/98年度

以降黒字を達成している。2003/2004年度は良好な経済環境から税収が増加、当初見込み額を大

幅に上回る46億豪ドル（ＧＤＰ比0.6％）の黒字となった。2004/2005年度については、24億豪

ドル（ＧＤＰ比0.3％）の黒字を見込んでいる。 

2004/2005年度の予算案の特徴としては、個人所得税減税策、家族支援策等が盛り込まれてい

る点が挙げられる。2003/2004年度に実施された個人所得税減税策では全納税者を対象としたも

のであったが、今回は課税対象所得ごとに五段階に分かれている所得税率のうち、税率の高い

47、及び42％層に関して、税率自体は不変ながらも課税対象所得額を引き上げることにより減

税を行う。減税規模は今後４年間で総額147億豪ドルに上る見通しである。減税策の主要ターゲ

ットが中・高所得者となる一方で、家族支援策は中・低所得者を対象としている。2004年７月

１日以降に出産した女性に新生児一人当たり一律3,000豪ドルの出産手当が支給されるなど、今

後５年間で192億豪ドルが家族支援策に充てられる見込みである。 

金融政策については、オーストラリア連邦準備銀行が、2003年11、12月と２か月連続でキャ

ッシュレートの誘導目標水準を0.25％ポイントずつ引き上げたが、住宅市場が減速傾向にある

ことなどからこれ以降5.25％に据え置いている。2004年４～６月期の消費者物価上昇率は前年

同期比2.5％と原油高の影響から１～３月期の２％から上昇したものの、インフレターゲットと

して設定されている２～３％の範囲内には収まっている。同行は2004、2005年の消費者物価上

昇率をそれぞれ２、2.5％と予想している。 
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